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令和２年（2020年）７月豪雨 

非常災害対策本部会議（第４回）議事録 

 

日時：令和 2年 7月 8日（水）18：17～18：37 

場所：官邸 4階大会議室 

 

１．気象の概要 

（気象庁長官） 

〇本日、岐阜県、長野県に発表した大雨特別警報については、11時 40分に警報へ切り替

えたが、氾濫した河川もあり、また、地盤が緩んでいるので、引き続き、河川の増水や

氾濫、土砂災害には厳重な警戒が必要。 

〇梅雨前線については、昨日の予想を超え、来週にかけて本州付近に停滞する見込みとな

った。 

〇このため、九州をはじめ西日本から東日本にかけての広い範囲で、少なくとも 12日頃

まで大雨が続くおそれがある。 

〇これまでの記録的な大雨に加え、長期間大雨が続くので、引き続き、土砂災害や低い土

地の浸水、河川の増水や氾濫に厳重な警戒が必要。 

 

２．被害状況等報告 

（内閣危機管理監） 

○大雨の地域の拡大に伴い被害は全国的なものとなっている。本日、大雨特別警報が発令

された長野県、岐阜県については、現時点で生命に係る被害は確認されていない。 

○この結果、人的被害については、死者・心肺停止 64名、行方不明・安否不明を加え 81

名となっている。 

○ライフラインの被害については、かなり回復していたところだが、大雨に伴い、電力や

上水道についても被害が増えている。 

○通信関係について固定回線はかなり回復したところ。 

○河川、交通関係、道路、鉄道についても、雨による被害の発生が増えている。 

○活動関係について、昨日は、特に冠水の多かった福岡県大牟田市でボートを使った救出

活動を行った。その結果、昨日は 405名の方々を救出している。 

○この 4日間全体で約 1,500名を救助・救出し、約 4割がヘリによるもの。 

○避難者の方々について、本日の大雨により、九州に加え、岐阜県、長野県の多数の方々

が避難している状況。 

 

３．各省庁の対応状況 

（総務大臣） 
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〇特別警報が発令された県、および大分県の 8県で、約 98,300名の消防職団員が活動

し、人命救助活動や孤立地域の状況の把握などを行っている。 

〇また、緊急消防援助隊などが、5県から陸上部隊 90隊 330名、消防防災ヘリが 10機出

動しており、これまで、合計 274名を救出・救助した。 

〇通信関係については、通信障害が出ていた熊本県人吉市において、昨夜から障害の一部

が復旧し、市役所の固定電話もつながるようになっている。 

〇一方、大分県などにおいて、新たに通信障害が出始めている。引き続き通信事業者と連

携し、通信の確保に取り組んでまいる。 

〇総務省からは 8名の職員、消防庁からは 14名の職員を現地に派遣している。 

〇自治体職員の応援派遣については、熊本県球磨村への対口支援団体として、長崎県から

10名、熊本県相良村への対口支援団体として大分県から 7名の職員がそれぞれ派遣さ

れ、本日から避難所運営や罹災証明書交付業務の支援を開始している。 

〇また、総括支援チームとして、熊本県の被災 7市町村に対し、九州・四国ブロックの 8

県市から 24名の職員が派遣され、避難所運営方法の助言や対口支援に向けた応援ニー

ズの確認などを行っている。 

 

（厚生労働大臣） 

〇まず、水道施設であるが、7月 3日から熊本県を中心とした豪雨による断水被害は順次

解消し、9,429戸については、解消していたが、降雨の継続により、岐阜県、長崎県で

も新たな断水被害が発生し、現下、7県で 8,659戸以上が、断水となっている。 

〇孤立状態が続いていた熊本県球磨村についても、水道協会、熊本県と連携をして、本日

から益城町の給水車がまずは現地入りをして、応急給水を開始している。 

〇医療機関であるが、浸水等の被害を受けていると報告があった医療機関は、熊本県が

18、福岡県で 3医療機関となっている。 

〇DMAT隊については、本日、92隊出動している。 

〇また、現在、新型コロナウイルス患者を受け入れている病院、宿泊医療施設あるいはそ

の予定である宿泊医療施設については、現時点で被害報告はない。 

〇社会福祉施設等では、現時点で、熊本県、福岡県、大分県、鹿児島の 4県で、合計 94

施設について浸水等の被害の報告があるが、球磨村の千寿園を除いて、人的被害の報告

は、現在ない。 

〇熊本県から要請のあった、災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）は、本日より 2

チームが活動を開始している。 

〇また、同県からの要請に基づき昨日と本日で、合わせて保健師 4チームを派遣をさせて

頂いている。 

〇さらに必要に応じて、避難所における感染症対策の助言を厚労省から派遣した職員によ

って実施していきたいと考えている。 
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〇被災生活が長期化することを見据えて、避難所で福祉的サポートを行う災害派遣福祉チ

ーム（DWAT）の活動を本日、熊本県で開始したということである。 

〇また、災害ボランティアセンターについては、熊本県社協と県内 2町の社協で開設さ

れ、現在ニーズ調査などの事前準備をしている状況という報告があった。 

 

（経済産業大臣） 

〇まず、停電の状況について、熊本県の八代市・球磨村・芦北町といった、立ち入りが困

難な地域では、当初、約 5,900戸の停電が発生していたが、これまでの復旧作業の結

果、本日 15時の時点で、約 1,540戸まで減少している。引き続き、可能な箇所から、

近隣の配電線の延長や、電源車・可搬式発電機の設置により、速やかな復旧を目指す。 

〇昨日まで発生していた鹿児島県における停電は解消された一方で、昨日からの大雨によ

り、新たな停電も発生している。熊本県小国町で約 1,150戸、大分県で約 4,250戸、長

野県や岐阜県等の中部地方で約 2,090戸となっている。土砂崩れ等の被害状況を巡視で

確認した上で、早急に復旧作業を実施してまいる。 

〇次に、物資支援の状況についてご報告する。避難を余儀なくされている住民の方々の生

活関連物資等のニーズをしっかり把握するため、経産省から現地に計 25名の職員を現

地に派遣している。まず、暑さ対策として、熊本県内の避難所に空調の配備を進めてい

るところであるが、最も避難者数の多い人吉スポーツパレスのエアコン配備は本日完了

する。さらに、他の避難所 3箇所にエアコン 10台を配備するとともに、県内各所に計

147台のスポットクーラーを設置した。 

〇その他、現地の要望に応じた、カセットコンロやプッシュ型で、土嚢袋やブルーシート

など、物資の配送をきめ細かく進めている。 

〇小売店については、福岡県・熊本県・岐阜県などで浸水被害等により営業できないコン

ビニが約 40店舗あるが、現在のところ物流が途絶するといった大きな支障は出ていな

い。今後も引き続き営業店舗の品揃えなど現場の状況をよく確認し、生活物資が不足す

ることのないように、対処してまいる。 

〇また、災害救助法が適用された市町村において、被災した中小企業・小規模事業者の皆

さまが早期に事業を再開できるよう、相談窓口の設置や資金繰り支援などの対策を講じ

ているところであるが、本日追加された長野県の市町村に対しても措置してまいる。 

〇引き続き、派遣職員などからの現場の声をしっかりと受け止め、被災地域に寄り添った

対策を講じていく。 

 

（内閣府副大臣） 

○今朝 6時 30分に岐阜県、6時 43分に長野県に大雨特別警報が発表された。災害救助法

が適用された自治体は、長野県の 4市 4町 6村、福岡県の 1市、大分県の 2市 2町、岐

阜県の 6市が追加となり、長野県、福岡県、大分県、岐阜県、熊本県及び鹿児島県の 51
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市町村となっている。 

○避難の長期化に備えたホテル・旅館の確保については、先ず、避難者のうち要配慮者約

1,240名の受け入れ体制が整っているところである。 

○武田大臣は、発災直後の 4日から精力的に現地で視察及び意見交換を行っており、本日

も熊本県に入っている。浸水被害や土砂災害の現場、感染防止対策を踏まえた避難所の

対応状況など、災害応急対策に活かしてまいる。 

 

（農林水産副大臣） 

○大雨特別警報が出された市町村の防災重点ため池について、警報解除後の速やかな点検

を指示しており、現在、オンラインで速やかに点検結果を把握している。これまで人的

被害の報告は受けていない。 

○次に、農林水産関係の被害については、熊本県球磨地域等において、樹園地の崩壊、農

作物の冠水、海岸施設等への流木の漂着、山腹崩壊等を確認している。九州北部、東

海、関東においても速やかな被害の全容把握に努めている。 

○また、プッシュ型支援については、本日までに食料・飲料約 9万 3千点及び現場から要

望が強い乳児用ミルク 600点を配送済み。引き続き、関係省庁と連携をして、避難所へ

の配送を急いでまいる。 

○職員派遣については、本日、山地災害の発生に伴い、林野庁から技術支援職員を派遣す

るとともに、海岸施設等への流木漂着に伴い、水産庁から技術支援職員を派遣し、当省

から延べ 80名の職員を派遣している。 

 

（国土交通副大臣） 

○昨晩からの九州地方を中心とする大雨により、国管理である大分川が由布市内で、ま

た、筑後川が日田市内で氾濫するとともに、県管理河川についても昨日 14時以降だけ

で福岡県や大分県など 40の河川で、氾濫や内水による浸水被害の報告を受けている。 

○本日午後、球磨川であらたに 1ヵ所決壊が報告されている。 

○今朝の岐阜県、長野県における大雨により、岐阜県管理の飛騨川や白川においても氾濫

が発生する等、浸水被害の発災地域が拡大している。 

○現在、河川の水位が下がってきているが、今後も大雨が懸念されることから、引き続き

緊張感をもって警戒を続け、避難に資する防災情報を発信してまいる。 

○３日からの大雨被害への対応だが、海上保安庁がこれまでに熊本県などで 22名の救助

を行っており、引き続き、人命の救助・捜索等に当たっている。 

○テックフォースは、本日、279名体制で活動している。具体的には、全国 56台の排水

ポンプ車を出動させ、久留米市など浸水地域における排水や、新たな浸水被害に備えて

活動を行っている。また、八代市と球磨村を結ぶ国道 219号に甚大な被害が生じている

ことを受け、本日 13名のテックフォース隊員に被災地域に被災状況調査を行っている
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が、調査のさらなる促進のため、明日以降、40名を追加派遣する。 

○被害の全体像を把握するには、防災ヘリによる上空からの広域調査が有効であり、この

2日間は荒天のため実施できていないが、本日、久留米市の浸水状況、国道 219号の被

災状況、球磨川流域の土砂崩壊の状況などを調査している。 

○避難の長期化に備えたホテル・旅館の確保については、熊本県から要請のあった 600か

ら 1,000人規模に対して、1,520名前後の受入れ準備が整ったところである。 

○引き続き、大雨に厳重な警戒を続けるとともに、自治体等と連絡を密にして地域に寄り

添った対応をしてまいる。 

 

（防衛副大臣） 

○自衛隊は、2万人の態勢をとり、本日約 4,100名の隊員及び 22機の航空機により活動を

行っている。これまでに累計 1,059名の住民の方を救助した他、物資輸送や道路啓開、

給水・入浴支援等を実施している。 

○今回の大雨により、球磨村などで孤立地域が多数生じていることから、陸上自衛隊の隊

員が徒歩で水や食料等の輸送も行っている。また、孤立地域解消のための道路啓開も実

施している。 

○昨日、福岡県大牟田市においても、避難所の冠水に対して、隊員約 100名及びボート

16隻により 372名の方を救助した他、大分県にも部隊を派遣し、捜索活動等を実施し

ている。 

○九州のみならず、長野県や岐阜県にも大雨特別警報が発表されたことから、本日長野県

及び岐阜県においては航空機 7機による情報収集を実施している。 

○防衛省・自衛隊としては、引き続き、人命救助第一で対応し、陸・海・空自衛隊のもて

る力を結集して、関係省庁や自治体等と緊密に連携し、救援活動に全力をあげて対応す

る。 

 

（警察庁長官） 

○警察では、引き続き、球磨村等の孤立状態の集落において、自衛隊等関係機関と連携し

ながら、総力を挙げて救出救助活動に取り組んでいる。 

○熊本県警察において特別警戒部隊を編成し、避難所のほか、人吉市、芦北町などの浸水

被害により住民が避難した地域における警戒活動を実施するなど、被災地の安全と安心

の確保に当たっている。 

 

４．内閣総理大臣発言 

〇今までの九州地方での大雨に加え、本日は岐阜県や長野県でも大雨特別警報が発表さ

れ、河川の氾濫や土砂災害などで、各地で被害が発生している。熊本県八代市や球磨村

では今もって孤立状態となっている地区があるが、自衛隊が必要な物資の支援を行って
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いる。また、本日新たに岐阜県や長野県でも孤立状態となっている地区が発生してい

る。 

〇現地では、土砂災害や河川の氾濫などに引き続き注意を要するなど予断を許さない状況

が続いているが、各地区への人員派遣や物資輸送を進めるとともに、土砂の撤去作業

等、孤立状態の解消に向けた取り組みを全力で行うこと。 

〇被災者の皆様も不安な時を過ごされているものと思う。被災者の皆様の気持ちに思いを

致し、引き続き人命第一で地方自治体と連携しつつ、救命救助活動や安否不明者の捜索

等に全力を挙げること。 

〇今後、避難の長期化が予想されることから、被災者の方々の生活支援が一層重要とな

る。熊本県内では避難者のうち、配慮を要する方、約 1,200名について、ホテルや旅館

への受け入れ態勢が整ったところである。今後、ホテル等への移動について、しっかり

支援を行うこと。引き続き安心して滞在できるホテル等や公営住宅、公務員住宅、賃貸

住宅による、みなし仮設の確保を進めること。 

〇また、応急的な住まいの提供や住まい再建に向けた取り組みを進めていくためには罹災

証明書の早期交付が不可欠である。市町村が行う被害認定調査が迅速に進むよう、県外

自治体等から熊本県の被災自治体 7市町村に応援職員をすでに派遣しているが、国とし

て今後も必要な支援を進めること。 

〇梅雨前線は引き続き西日本から東日本にかけて停滞し、明日も広い範囲で大雨となる可

能性がある。これまでに降った大雨により地盤の緩んでいるところでは、僅かな雨量で

も災害が発生する恐れがある。国民の皆様におかれては引き続き、自治体等からの情報

に注意をし、そして、土砂災害や河川の氾濫などに最大限の警戒をしていただくようお

願いする。 

 

（以上） 


